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1、研究の視点
　いわゆる「学童保育」が、児童福祉法改正によ
り「放課後児童健全育成事業」として、社会福祉
事業法及び児童福祉法に明記された。第二種社会
福祉事業となり、（「学童保育」の専門性について
の議論は、以前からあるが）その「質」と「専門
性」が問われている。
　本論文では、放課後児童健全育成に携わる専門
職員の現状をその養成・研修に焦点をあて、整理
することによって、今後の課題を明らかにしよう
とするものである。
2、放課後児童健全育成事業について
　児童福祉法において、「小学校に就学しているお
おむねIO歳未満の児童であって、その保護者が労
働等により昼間家庭にいないものに、政令で定め
る基準に従い、授業の終了後に児童厚生施設等の
施設を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、
その健金な育成を図る事業をいう」（第6条の2第6
項）とされているのが、「放課後児童健全育成事業」
である。これは、1997年6月ll日に公布、1998年4
月1日より施行された「改正」児童福祉法によるも
ので、それまでいわゆる「学童保育」とよばれて
きた事業のことである（注1）。
　法文中の「政令で定める基準」については、
1997年9月25日公布の「改正法施行に伴う関係政令
の整理に関する政令」により「・・これを利用す
る児童の健全な育成が図られるよう、衛生及び安
全が確保された設備を整える等により、適切な遊
び及び生活の場を与えて実施されなければならな
い。」（児童福祉法施行令第1条）とされた。
　また、放課後児童健全育成事業を実施する施設
（いa）’艪驕u学童保育所」）については、法文上の
明記はないが、「放課後児童健全育成事業補助金交
付要綱」（1998年）により、r放課後児童クラブ」
とされている（注2）。
3、「専門職員」の規定について
　放課後児童健全育成事業に従事する専門職員に
ついて、法律上の明記はない。ただし、「放課後児
童健全育成事業実施要綱」（1998年）によれば、
「遊びを主として放課後児童の健全育成を図る者」
が配置され、放課後児童の受け入れができるもの
であること（「放課後児童健全育成事業の実施につ
いて」1998年4月9日厚生省児童家庭局長通知）に
なっており、これが「放課後児童指導員」とされ
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ている（注3）。
　「児童原生員」任用資格との関係はどうだろう
か。児童福祉施設最低基準第38条には，「児童原生
施設には，児並厘生員をおかなければならない」
とされていたものが，児並福祉施設最低悲準の一
部を改正する省令〔1998年2月18日）において，
「児ヱ置厚生員」が「児童の遊びを指導するもの」に
変更され，児童厚生貝任用資格は，姿を消した。
放課後児童健全育成事業は，改正児童福祉法
（1998年～）において，第2種社会福祉事業とされ
たが，児童福祉施設には含まれなかったので，児
童厚生施設ではないが，児童家庭局育成環境課長
通知（事業の実施方法について）においては、「放
課後児堂指導員の選任に当たっては、児童福祉施
設最低基準第38条（注4）に規定する児童の遊びを
指鱒する者の資格を有する者が望ましいものであ
ることe」とされているa
　なお、「放課後児童健全育成事業実施要綱」
（1998年）における「放課後児童指導員」は、児童
福祉法改正に伴うものであるといえるが、「児童福
祉法最抵基準」によるものではない。
　また、一般的に「学童保育指導員」とよばれる
ものは，あくまで通称であって，「児童指導員」等
のいわゆる「任用資格」と同じものではない。全
国学童保育連絡協議会の調べ（1993）によれば，
自治体によって採用される指導員の場合，採用時
に基礎資格要件を定めている自治体は，36ユ％と
なっている。約2／3の自治体において，指導員の
基礎資格を定めていないことになる。内訳は，保
母（保育士）資格が最も多く、次いで教員免許状、
児童厚生員などとなっており、保母（保育士）資
格や教員免許を基礎資格に定めているといえども，
「学童保育指導員」は資格名称ではない。
　基礎資格のない場合には，「児童の養育に知識経
験を有するもの」（東京都学童保育事業運営要綱），
「・・高等学校を卒業した者・・であって2年以上
児童福祉事業に従事した者」（東京都平成7年度学
童クラブ運営費補助要綱）などを要件としており，
「・・市町村長が適任と認めたもの・・」（茨城県
児童クラブ推進慕業実施要綱）とするところもあ
る。
4、専門職員の養成・教育システム
　全国児童館連合会は，研：修体系化検討委員会を
設置し，1992年に「全国児童館連合会児童厚生員
資格認定規則」（以下認定規則とする）を定め，
「児童厚生二級指導貝」「児童厚生一級指導員」「児
童健全育成指導士」の各資格の認定事業を実施し
ている。「児童厚生二級指導員」とは、「遊びを通
して児童の健全な発達を支援するもの」、「児童厚
生一級指導員」とは、「地域資源と児童館・児童ク
ラブを結びつけるコーディネータとしての役罰を
果たすもの」とされ、また「児童健全育成指導士」
とは、「地域のニーズをさまざまな社会資源に結び
つけ、健全育成の立場から地域における福祉計画
等に意見・提言をなしうる者」とされ、それぞれ，
「基本資格」「中堅資格」「上級資格」として，その
資格の内容が規定されている。
　当初，認定規則は，資格取得の対象者として，
「本会の個人会員であることを必要とする」という
ものであったが，その後の一部変更（1993年・
1996年）により，「児童館・児童クラブ業務に従事
する現任者」あるいは「本会の認定する，各種学
校専門課程，短期大学，短期大学専攻科，大学」
において，本会の規定する指定科目を履修し必要
時間数を修了した者とされ，児童クラブ（放課後
児童クラブ）（注5）従事者が，その対象に含まれ
ることが明示されるようになった。同時に、「大
学・短期大学等における「（社）全国児童館連合会
認定児童厚生員S養成課程認可のための審査基準」
が制定（1995年）され、そのカリキュラムが具体
的に規定された（注6）。
　基本的には，全国児童館連合会が認定する研修
に参加・修了し，認定要件の積み上げによって，
資格が認定されるしくみになっている。資格取得
者総数は，児童厚生二級指導員・280入，児童厚生
一級指導員・72人，児童健全育成指導士・1人
（全国児童館連合会調べ1998年3月25日現在）とな
っている。また，児童厚生員認定課程認定校によ
る養成は，1996年度から開始され，1998年1月8日
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i現在で，児塞厚生員一級課程（短期大学専攻科）2
校2課程，児童厚生員二級課程（専門学校・短期大
学）9校ユ1課程，審査中1校1課程となっており，ほ
とんどが，保育科または幼児教育科である。こう
した認定校により，1998年度は，726人（入学定員
合計）の養成が可能となる。
　大阪保育運動連絡会は、1962（昭和37）・年8月に
結成され、その保育運動のなかから大阪学童保育
連絡協議会が発足した。その後、（財）大阪保育運
動センターが、市民のカンパにより独立した建物
として発足し、保育・学童保育運動の場の確保と、
保育・学童保育研究事業が、具体化・充実化して
くる。たとえば、現場の保母・指導員への現任研
修、図書の斡旋、研究活動などである。
　また、国際児童年（1979年）をきっかけに、記
念事業がスタートし、一般市民による2億円ものカ
ンパを基金にして、保育研究所及び保育所（あお
ば福祉会）が設立される。そして、1985年より、
学童保育指導貝養成を目的とした教育活動である
専門学校（あおば福祉会）の発足をみるのである。
以来，学童保育指導員（放課後児童指導員）養成
の専門教育を行っている（注7）。
　その授業形態は，保育所を中心に無認可園や学
童保育所倣課後児童クラブ〉において2週間実習
し，続いて学院で2週間授業を実施するという独自
の方法を採用した。それを2年間繰り返すが，実習
はアルバイト形式をとり，賃金は，奨学金という
形で学生に還元された。ただし，資格を取得する
ことはできず，あくまで在学中に保母資格試験を
受験するものであった。
　ところがその後，保母資格取得制度の改正によ
り，高卒後2年間以上児童福祉施設で児童養護に従
事したものでなければ，受験資格を取得できなく
なり，2年問の実習を「保育所のみで勤務」という
形にせざるを得ず，学童保育所における実習は中
止されてしまう。よって1994年度から「本科」2年
間・「専科」保母試験合格指導講座（半期）およ
び学童保育指導員養成講座（1年間・週1回）とい
うカリキユラムに変更することになった。1995年
度からは，「社会福祉学科」（4年制・佛教大学通信
教育部）を設置し，「本科」と「社会福祉学科」い
ずれか選択できるようにしたが，実習形態の矛
盾・時代の流れによりこれまでの実習形態をつい
に廃止し，1996年度より「社会福祉学科」のみと
し，保母資格も佛教大学通信カリキュラムにて取
得可能となった。そして，「本科」の廃止にともな
って，学童保育に関する科目も廃止されることに
なった。
　1997年度からは，同一法人の大阪総合福祉専門
学校へ吸収され，「児童ケアワーク科」（2年間）と
して衣替えした。学童保育に関する科目はなくな
ってしまったが，取得資格に児童厚生二級指導員
資格（全国児童館連合会認定資格）が設置され，
施設実習に，保育所・児童：福祉施設に加え，児童
館（各2単位）実習が組み込まれることになった。
学童保育指導員養成講座（1年間・週1回）は，カ
リキュラムから外れたが，大阪保育研究所事業と
して現在にいたっている。1998年度以降は，「学童
保育概論」（2単位）科目を増設し，児童館実習の
なかに学童保育所（放課後児童クラブ）を含める
予定だという（注8）。
5、職員研修について
　「放課後児童対策事業実施要綱」（1995・－1997年）
には、「市町村は、児童クラブの放課後ケアワーカ
ーに対する研修及び必要な設備等を行い、適切な
運営に努めるものとすること。」と規定されている
が、その研修にかかる経費については、基準額さ
えも明示がないのが現状であった。
　「放課後児童健全育成事業実施要綱」（1998年よ
り）により、「市町村は、放課後児童指導員に対す
る研修等を行い、適切な運営に努めるものとする
こと。なお、都道府県においても、同様に放課緩
児童指導員の資質の向上に努めるものとするこ
と。」とされ、「放課後児童健全育成事業の実施に
ついて」（厚生省児童家庭局育成環境課長通知）に
おいて、「市町村等は、児童の安全管理、生活指導、
遊びの指導等について、放課後児童指導員の計画
的な研修を実施するものとし、また児童館に勤務
する児童厚生員の研修との連携を図ること。なお・
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都道府県は、児童の安全管理、坐活垂旨導、遊びの
指導等について、指導的な放課後児童指導員の計
面的な研修を実施すること。」及び「国の補助は、
市町村が本事業を実施するために必要な標準的な
経費の2分の1相当類及び都道府県、指定都市、中
核市が実施する放課後児童指導員の研修等経費に
対して行うものであること。」とし、研修に関する
事項が具体的に規定されるようになった。
　そして、「放課後児童健全育成事業補助金交付要
綱」に、「職員資質向上費」が、1998年度からの新
規事業として規定された。これは、都道府県、指
定都市、中核市1カ所当たり年額500，000円を基準
額とし、対象経費を都道府県、指定都市、中核市
が実施する放課後児童指導員の資質向上のための
研修会等に要する経費とするものである。
　全国学童保育連絡協議会調べ（1993年3月現在i｝
によれば，職員研修を主催している自治体は，
35．1％である。たとえば，薪潟県は，地域児童健
全育成事業費により，「児童福祉施設最低基準第38
条に規定する児童厚生員の資質向上を目的」にt
彊亜育成指導者研修会を県児童館連合会と共催で，
年4回実施している。ただし，その対象は，児童厚
生員に限られるものではなく，放課後児童指導員
や，家庭児童相談室相談員，保母，母親クラブ会
員など幅広いものとなっている。1997年度の参加
者においては，70名中29名が放課後ケアワーカー
（放課後児童指導員）であった。カリキュラムは，
全国児童館連合会の児童厚生員研修内容に準じた
もので，児童厚生二級指単員資格取得のための研
修会を兼ねている。
　自治体によらない研修会として「全国学童保育
研究集会」がある。そもそも1964年に，（東京の）
学童保育連絡協議会による「第1回学童保育研究
集会」が開催されたことに始まる。1967年には
（全国の）学童保育連絡協議会が発足し，翌年に，
初めての全国レベルの大会がもたれ，（1973年から
は，全国学童保育連絡協議会として）以来，毎年
開催されている（注9）。現在では，全国の放課後
児童指導員どうしの貴重な交流・研修の場として
重要な役割を占めているといってよい。
　地域レベルにおいても，たとえば，大阪保育研
究所が，年12回の現任研修を実施していたり，県
レベルの学童保育連絡協議会が，新任指導員研修
を実施するなど，各地で独自の研修が実施されて
いる。
　全国児童館連合会は，「ブロック研修会」（北海
道・東北，関東・甲信越，東海・近畿・北陸，中
国・四国・九州各ブロック）をはじめ，「中堅児童
厚生員研修会」，「野外活動研修会j，「指導者養成
研修会」，「館長研修会」，「セミナー」，「民間児童
館ネットワーク研修会」，「表現活動研修会」など
の研修会を主催している。また，1995年（東京都
豊島区）には，「第1回全国児童厚生貝研修協議会
（児童館・児童クラブ全国大会）」が開催され，第2
回大会（1996年）は京都市にて，また1998年には、
愛媛県松山市にて第3回大会が開催された。第4回
大会は、広島市にて2年後に開催予定となっている。
6、考察と今後の課題
①放課後児童指導員の研修が、児童厚生貝の研
　修に連動した形で実施されてきている。確かに、
　児童厚生二級指導員資格（全国児童館連合会）
　に連動した形で、放課後児童クラブの職貝研修
　が実施されていた現状はあるし、1998年度から
　は、「児童館に勤務する児童厚生貝の研修との連
　携を図ること」（「放課後児童健全育成事業の実
　施について」児童家庭局育成環境課長通知）と
　明確に明示されている。
　　しかし、児童厚生二級指導貝資格のための研
　修は、あくまで児童館に関する内容となってい
　るので、それだけでは十分とは言いがたいので
　はないか。たとえば、放課後児童クラブ（放課
　後児童指導員）のための独自科目などを別個に
　おこしてもよいのではないか。
②新任放課後児童指導員研修は、県レベルの学
　童保育連絡協議会などが実施している場合が多
　く、今後、拡大・充実させていくことが重要だ
　が、「放課後児童健全育成事業補助金交付要綱」
　の「職員資質向上費」の対象は、都道府県・指
　定都市・中核市が実施する研修でなくてはなら
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　い。また、都道府県は、r指導的な放課後児童指
　導員の計画的な研修を実施」することになって
　おり、その場合、「経験年数の長い放課後児童指
　導員」などが、対象として限定されてしまう可
　能性がある。つまり、研修そのものが、「指導的
　な放課後児童指導員」養成に偏ってしまい、新
　任放課後児童指導員研修が手薄になってしまう
　のではないか。
③「緊急保育対策等5力年事業」によって、補助
　の対象となる放課後児童クラブが、急速に整備
　されつつある。質の高い放課後児童指導貝の養
　成が、急務であることに間違いはなく、きめ細
　かい研修体制の整備が望まれるところである。
　しかし、現状では、（指定都市・中核市以外の〉
　市町村レベルでの研修は難しく’N都道府県レベ
　ルにならざるを得ないのではないか。
④児童厚生二級指導員認定資格は、保母資格あ
　るいは教員免許に上乗せする形での資格取得方
　法で、保育系短期大学あるいは専攻科を中心に
　拡大しつつある。つまり短期大学卒業程度の資
　格として、定着していく可能性があり、今後は、
　実際にこの資格が現場の採用に生かされるよう
　行政側の一層の配慮が必要である。
⑤　また，社会福祉の国家資格に「社会福祉士」
　があるが，その性質からして，その受験資格に
　「児童の遊びを指導する者（児童厚生員）」を含
　めて差し支えないのではないか。実は、「社会福
　祉士及び介護福祉士法」（1987年）が制定される
　その過程において、若干の議論があり、結局、
　含まれなかったという経緯があるが、最近の傾
　向として、「実務経験に係る指定施設」の追加が
　広くされるようになってきている。放課後児童
　健全育成事業に携わる専任の指導貝をたとえば
　「指定施設に準ずる職種」として指定することも
　まったく不可能ではない。
　いずれにしても，改正により「質の確保を図り
つつ，事業の一層の普及を図る」（1997年6月23日
全国児童福祉主管課長会議資料より）のならば，
必要なことは，これまでの種々の研修会や全国研
究集会等の継続および，養成教育・認定資格制度
に付随する教育内容の一層の充実と同時に，それ
らに対する国や自治体の責任あるバックアップで
あることに変わりはなく，今後も放課後児童指導
員の専門性の確保を具体的に図っていかなければ
ならない。
（注1）
　児童福祉法改正といわゆる「学童保育」との関
係における若干の考察については、「学童保育の発
展と児童編祉法改正」（県立新潟女子短期大学研究
紀要第35集）を参照。
（注2）
　いわゆる「学童保育所jについては、補助金交
付のための要綱等によって、その名称に変遷がみ
られる。たとえば、「留守家庭児童会補助事業」
（1966－一　1970年）において「留守家庭児童会」、「都
市児童健全育成事業」（1976～1990年）において
F児童育成クラブ」、「放課後児童対策事業」（1991
～1997年）において「児童クラブ」と、補助金交
付の根拠となる要綱にしたがって、その実施施設
の名称が明記されている。
（注3）
　専門職員の名称についても、実施要項によって、
具体的名称に変遷がある。たとえば、「都布児童健
全育成事業」（1976～1990年）において「育成指導
員」、「放課後児童対策事業」（1991～1997年）にお
いては、1994年までが「指導職員」、1995年～1997
年までが「放課後ケアワーカー」である。
（注4）
　児童：福祉施設最低基準第38条「児童厚生施設に
は、児童の遊びを指導するものを置かなければな
らない。j②「児童の遊びを指導する者は、次の各
号のいずれかに該当する者でなければならない。」
→1、母子指導貝の資格を有するもの、2、教員免
許取得者で児童厚生施設の設置者が適当と認定し
たもの。なお、「母子指導員」とは、母子生活支援
施設（母子寮）の職貝のことである。
（注5）
　「児童クラブjとなっているのは、認定規則が
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制定（改正）された当時、まだ「放課後児黄健全
育成事業」が第二種社会福祉事業として認められ
ていなかった時期で、「放課後児童対策事業」
（ユ991～1997年）において「児童クラブ」と規定さ
れていたものによると考えられる。ただし「放課
後児童対策事業」は廃止され、「放課後児童健全育
成事業」（1998年より）より「放課後児童クラブ」
とされているa
（注6）
　「児童厚生二級指導貝」の場合
・児童の健全育成と福祉（2単位）
・児童館の機能と運営（児童クラブを含む）（2単
　位）
・児重館の活動と指灌法（児童クラブを含む）（2
　単位）
・児童福祉援助技術（2単位）
・地域福祉（2単位）
・児童館実習（児童クラブを含み10日間）（2単位）
（注7）
　大阪保育研究所附属大阪保育・学童保育専門学
院（現大阪総合福祉専門学校児童ケアワーカー科）
として発足した。
　また、この部分においては、「学童保育」「学童
保育所」及び「学童保育指尋員jという呼称をそ
のまま使用することにする。
　（注8）
　本稿は、筆者自身による取材を経て執筆したも
のであることを明記しておくが、専門職員養成機
関に関する具体的な報告が、いくつか出されてい
るので補足する。
1、「平成10年度の児童厚生貝研修会と資格制度の
　基本的考え方」（「児童館、No．9夏号」全国児童
　館連合会、1998年）
2、「指導員の養成機関づくり大阪の実践から」
　（『私は学童保育指嶽員（シリーズ学童保育3）』s
　大月書店s1998年）
　（注9）
　1962年・（東京の）学童保育連絡協議会発足
　（東京の）学童保育研究集会
　第ユ回1964年・50人（30人）・文京区小日向福
祉会館
第2回1967年・玉06人・杉並公民館
（全国の）学童保育連絡協議会発足
全国組織とするための規約・役員改正（総会）
（全国の）学童保育研究集会
第3回1968年・122人・東医健保会館（全国によ
びかけ開催）
第4回1969年・285人・日本社会事業大学
第5回1970年・450人・愛知
第6回1971年・700人・東京
第7回1972年・900人・東京
全国学童保育連絡協議会に名称変更（総会）
全国学童保育研究集会
第8回ユ973年・900入・東京
第9回1974年・1400人・大阪
第10回1975年・1700入・東京
第11回1976年・1300人・奈良
第12回王977年・1600人・愛知
第13回1978年・2000人・埼玉
第14回1979年・3000人・京都
第15回1980年・4000人・神奈川
第16回1981年・3000人・三重
第17回1982年・4642人・東京
第18回1983年・3391人・滋賀
第19回1984年・3000人・岐阜
第20回1985年・5221人・埼玉
第21回1986年・　4346人・兵庫
算22回1987年・4590人・愛知
第23回1988年・4737人・千葉
第24回1989年・3749入・広島
第25回1990年・5340人・神奈川
第26回1991年・4711人・京都
第27回1992年・5146人・東京
第28回1993年・5416人・大阪
第29回1994年・5754人・埼玉
第30回1995年・4274人・滋賀
第31回工996年・4485人・愛知
第32回1997年・4320人・千葉
第33会1998年・4247入・広島
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